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令和 6 年度 第２回山形県地域職業能力開発促進協議会 議事概要 

 
 
1. と き 令和 7 年 3 月 7 日（金） 10：00～11：30 

2. と こ ろ 山形労働局大会議室 

3. 出 席 者 11 名 （欠席 5 名）  

4. 会 長 ご 挨 拶 國方山形大学名誉教授より挨拶  

5. 議 題  （詳細は資料参照。） 

（１）最近の雇用情勢について  

山形労働局より説明。 【資料 1】 

 （２）令和６年度１２月末現在までの公的職業訓練の実施状況について 

   ① 山形労働局  

全体の実績について説明。（以下、補足内容） 【資料 2-1】 

 定員充足率が高い分野はデザイン分野で 93％、次いでＩＴ分野が 87％と

なった。 

 本年の受講者数は 935 人ですが、前年同期の受講者数は 1038 人となっ

ており 103 人減、9.9％の減となった。 

 

   ② 山形県  

公共職業訓練（県委託訓練、県施設内訓練）、施設内訓練（学卒者訓練、在職

者訓練）について説明。（以下、補足内容） 

 委託訓練の応募倍率は 92.8％、前年比-9.2 ポイント。定員充足率は

75.3％、前年比-2.5 ポイントとなった。【資料 2-1】 

 施設内訓練（学卒者訓練）の「産業技術短期大学校の就職率」につい

て、内定者が 1 名増えているため、直近では 99％となっている。また、

「産業技術短期大学校庄内校」についても、残りの 1 名も内定が確定し

就職率 100％となっている。「山形職業能力開発専門校」についても、直

近では全員の内定が確定し、就職率 100％となっている。【資料 2-2】 

 

③ 独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構 山形支部  

求職者支援訓練、公共職業訓練（ポリテクセンター山形）について説明。

（以下、補足内容） 

 求職者支援訓練の応募倍率について、分野ごとに応募倍率の高いもの、

低いものがあるが、ｅラーニングコースという家にいながら受講できる

コースが含まれており、ＩＴ分野では 4 コース、営業・販売・事務分野

でも 4 コース含まれている。このｅラーニングコースに人気があり応募

倍率を押し上げているという側面があるが、全国から受講が可能である

ため山形県の求職者の受講者数はさほど多くはないという実態もある。
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【資料 2-1】 

 ポリテクセンター山形の実績について、「製造分野」は溶接施工科、電

気設備技術科、NC オペレーション科を集計したもの、また「建設関連

分野」は居住系の 2 コースを集計したものになっている。「その他分

野」は、導入訓練という社会人のビジネスマナー等の基本的なことを 1

か月学ぶコースがあり、それを「その他分野」に計上している。こちら

は定員が少ないところに応募いただいているため、応募倍率が高くなっ

ている。一番下（参考）のデジタル分野については、CAD を用いるコー

スを計上している。【資料 2-1】 

 求職者支援訓練の今年度の内訳について、介護分野など一部設定が伸び

悩んだ分野、また営業・販売・事務分野のように想定以上に設定が進ん

だ分野があったが、トータルでは 650 という認定上限値に対して 692

名分の訓練コースの設定となった。【資料 2-3①】 

 離職者訓練（ポリテクセンター山形）の内訳について、年間定員は 282

人、12 月末の定員充足率は 89.9％となっているが、今年度 3 月開講ま

で募集が終了し、最終の定員充足率は 87.2％となっている。一方で、就

職率は 12 月末で 85.7％となっているが、2 月末現在は下がっており

82.5％となっている。最終的には上がってくるのではないかと考えてい

る。【資料 2-3②】 

 

（３）令和７年度山形県地域職業訓練実施計画（案）について 

山形労働局より説明。 【資料３】 

※資料 3-2 について、溶け込み版、見え消し版ともに、訂正箇所については赤字表

記、令和 7 年度からの新規の取り組みについては青字で表記している。青字表記につ

いては【資料 3-3】で説明している。 

 

 （４）公的職業訓練の効果検証・改善について（ワーキンググループより提案） 

山形労働局より説明。 【資料 4】 

第 3 回ワーキンググループにおいて協議した結果、令和 7 年度の検証対象の

訓練分野は介護分野で一致した。令和 6 年度も介護分野の受講勧奨の取り組

みを行ったが、開講した 4 コースの定員充足率は 53.3％から一番高くても

66.6％と 70％以下の低い充足率となっている。地域における慢性的な人材不

足が続いており、今後介護分野で活躍できる人材を、訓練を通して取り込み

育成し、地域に還元できるよう、公的職業訓練の内容について検証したいと

考え、介護分野を選定した。 

 

 （５）教育訓練給付制度の状況について  

山形労働局より説明。 【資料 5】 
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（６）意見交換（委員から出された意見と回答） 

【議長】  

これまでご報告いただきましたが、ここで意見交換に移ります。 

意見、質問のある委員は、挙手のうえ発言をお願いいたします。 

 

【意見①】  

資料 1 の 6 ページ「学卒者の就職状況」の数字についてですが、子どもの

数が減っているのにもかかわらず、高校生の求職者数が増えている、30 人く

らい去年と比べて増えていて、これまでの傾向と違うように感じるのです

が、このあたりの背景がわかれば教えていただきたい。 

【回答】  

昨年度から県内の高校生の求職者数が 2,000 人を下回ったということで、転

換点になっているのですが、今年度はそれが盛り返したというところです。

学生ひとりひとりの状況により多少の数字の上下があるので、増えた要因が

何かというのは一概には言えません。大きな流れとしては減少傾向になって

いると感じています。 

 

【意見②】  

1 点目は、産業界にとりまして皆様方の機関で優秀な人材を育てていただ

き、輩出いただいていることに、心から感謝申し上げます。 

会長が最初にご挨拶されたとおり、本県の人口が 100 万人をきる勢いで推

移していますが、産業界の活性化を図ることで、ある程度食い止められるの

ではないかと思いますし、そのためにも優秀な人材を県内企業、県内には魅

力的な企業が多いので、さらに優秀な企業に育てていくためにも優秀な人材

を輩出していただきたいということで、来年度もコースの内容等、検証され

た内容が組み込まれていくのだろうと期待をしております。 

次に確認したいのですが、資料 2-2 の学卒者訓練のところで、産業技術短

期大学校の令和 6 年度の在校者のうちの就職希望者が、他の庄内校や職業能

力開発専門校はほぼ同数なのに対して、何名か下回っているということで、

就職を希望しない方とはどういう理由なのか、把握されているのであれば教

えていただきたいです。 

【回答】  

就職を希望しない学生の進路としては、進学があります。例えば、こういっ

た職業能力開発施設には東北や関東に「職業能力開発大学校」という、さら

に上の応用課程が学べるところがありまして、そちらの方への進学ですと

か、来年度から山形大学の 3 年生への編入ができるようになりまして、その

編入試験に今年 2 名合格しており、来年度から進学することになっておりま

す。また、さらに別の分野の専門的な事を学びたいと、進学される方もいま

す。 

【意見②】  
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ありがとうございます。進学してさらにスキルアップしたいという方が多く

なってきているというのは、本当に良いことだと思います。山形大学さんを

前にして申し訳ないのですが、編入ができるということですけれども、ある

企業の方からの話しですと、技術を高められて県外の求人に応募する方が多

く、地元に定着しないという声も聞いていますので、なんとか地元に残って

もらえるような方策なども合わせて考えていただければと思います。 

【議長】  

では、山形大学の方もいらっしゃっているので、何かあればお願いします。 

【回答】  

ありがとうございます。今ご指摘いただいた、地元定着の低さというのがあ

りますけれども、私が事務局をしていますやまがた社会共創プラットフォー

ムという協議会が令和 4 年に起ち上がりましてご協力いただいているところ

ですけれども、この協議会の重点目標が３つありまして、その中のひとつ

が、まずは地元の高校生の県内高等教育機関への進学率を上げたいというと

ころと、学卒者の地元の定着率を上げたいというところで、今様々な情報共

有などの取り組みを行っているところです。 

山形大学では、地元の高校から進学してくる割合が 22％ほどということ

で、東北の他の国立大学のなかでも低くなっています。これについても、全

学をあげて県内の高校生への広報に力を入れているところです。 

一方で県内の企業の皆さんとのマッチングを深めようという取り組みも、や

まプラ（やまがた社会共創プラットフォームの略）で行っています。昨年度

は県内企業の若手の皆様のリ・スキリングということで、文部科学省の支援

を受け、全国で 13 拠点リカレント教育構築支援事業というのがありますが、

これに採択されまして昨年度初めて行いました。労働局からもご指導いただ

き、企業の皆さんに助成金の活用をさせていただきました。 

このリカレント教育支援事業は、来年度も実施することになり、昨日学長が

記者会見で発表しました。来年度、第 2 期としまして募集を開始いたします

ので、来年度も労働局からご指導いただきながら進めたいと思います。山形

への学卒者の定着についてもご指導いただきたいと思います。 

 

【意見③】  

資料 3 の実施計画について、3 ページの第 3「②応募倍率が高く、就職率が

低い分野があること、IT・デザイン分野」とありまして、その下の「②につ

いて」に係ってくると思いますが、実際に県内に求人があるのか、受け入れ

先がそんなにあるのかということと、②についての青字部分「ハローワーク

訓練窓口の知識の向上を図る」というのは、紹介がスムーズにいくようにす

るということだと思いますが、ここはしっかりやってもらいたいところで

す。「④デジタル人材が質・量ともに不足、都市圏偏在があること」とありま

すが、もしかして他県にそういった人材が流れていくのか、少し心配になり

ました。 
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また第 3「③委託訓練の計画数と実績は乖離していること」とあり、資料

3-3 には「就職率に加えて訓練関連職種の魅力や働きがい、就職した場合の

処遇といった観点も踏まえた求職者の希望に応じた受講あっせんの強化を図

る」とありますが、どのようにやっていくのか具体的にわかれば教えていた

だきたいと思います。 

そして、資料 4-2 の検証対象となる分野の提案ということで、今回は介護

分野ということですが、応募者が少なく求人が多い分野でありますが、一般

的には処遇の部分や労働環境の部分が、どうしても就職に結びつかない原因

かと思いますので、その辺りも含めてワーキンググループで検証を行ってい

ただきたいと思っております。 

【回答】  

ご意見いただきありがとうございました。今のご指摘の件について、来年度

新規の取り組みについてご説明いたします。 

新しい取り組みとして、事業所に対する訓練効果の周知、またハローワーク

窓口職員の知識向上という内容となっていますが、昨年度より国の重要施策

としてデジタル人材の育成があげられており、デジタル関係の職業相談や訓

練の受講あっせんの際、やはり窓口職員のスキル、デジタル関係の知識がな

ければ的確な案内はできないということで、各ハローワークの訓練担当窓口

職員等を集めまして、実際にデジタル関係の研修を行っております。講師に

は、外部のデジタル系の企業の方をお呼びして、デジタル分野の職種等、具

体的な内容の研修をしております。また、来年度の新任担当者、相談員につ

いても研修を行う予定としております。 

また、介護職についても今お話しいただいたとおり、応募倍率が低いのは、

やはり、そもそも処遇や労働環境に課題があるというところもありますけれ

ども、介護の魅力として様々な働き方ができるなどのメリット部分も、求職

者の方に伝える必要があると思っております。そういった周知や、求人内容

であるとか多様な働き方が謳われている中で、どのようなかたちで就職支援

をすればいいか、また介護職未経験の方に公的職業訓練を受講して就職する

ことのメリットをどのように周知していくのか等、ワーキンググループの検

証の際には様々な方向での内容を検証してきたいと思っております。 

 

【意見④】  

私からは 2 点、質問させていただきます。 

1 点目は前の質問内容と同じことを考えていたのですが、求めている、求め

られているのに応募が少ない、一方、応募者は多いけれども就職率が低い、

というのは、例えば介護の事を考えると、労働環境や処遇のこともあるけれ

ども、受講された方が希望すれば就職率が高い。どんどん業界の方は受け入

れてくれる。逆に IT 人材は都市圏に偏在していて地方には足りないはずなの

に、応募者はいっぱいいて就職率は低い。これはどういうことなのかなと。

IT 人材は地方には不足しているのになかなか就職できないという、この辺り
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の状況を教えていただきたい。 

もう一つは、全く別のことですが、今、県の方で職業訓練施設の再編成、統

廃合というかニーズに応じた形で議論が進んでいると聞いております。例え

ば定員も含めて組織の再編が起こった場合、この訓練計画全体にどのような

影響を与えるのか、その辺りも含めた検討は始まっているのでしょうか。 

【回答】  

ご質問ありがとうございます。最初にいただきました応募者は多いけれども

就職に繋がらない、応募者は少ないけれども就職率は高いといった件につき

ましては、やはりお話にありましたとおり、介護については先ほど触れさせ

ていただきましたが、介護職には処遇や労働環境のイメージの先行がどうし

てもあると思っています。実際、介護分野の訓練を修了した方は、ほぼ

100％就職が決まっております。では、就職が必ず決まるのに、なぜ応募者

が少ないのかという点は、やはり介護という業界を知っていただくというこ

とが必要と考えております。その取り組みとして、ハローワークで実際の施

設見学会や訓練の説明会を実施し、理解を深めていただいているところで

す。 

もう一方の、IT 分野についてですが、採用には実務経験が重視されるという

傾向があります。職業訓練のスキルの中では足りない部分がありますが、昨

年度効果検証した際に、IT デジタル分野の訓練を修了した方には関連職種に

就職した方もいらっしゃいました。やはり訓練修了者のスキルに見合う求人

がなかなかないということもありますが、それについては、各ハローワーク

では、実務経験はないけれどもスキルを持っている方といった、求人条件の

緩和をしていただけるよう開拓しているところです。ただ、求人数としては

実務経験を要するものが多くなっている状況です。 

【議長】 

非常に難しい問題ですね。IT 分野ですと、実務経験者が欲しいというのは、

すぐ実践的にということなのでしょうけれども、最初から実務を経験できる

わけではないので、まず訓練を受けた人を受け入れて少しずつ能力アップし

ていくということについても、企業側に労働局からも訴えていただければい

いのかなと思います。そうしないと、この問題はいつまでたっても解決しな

いと思います。山形県に実務経験者がたくさん溢れていていくらでも採用で

きるという状況であればいいのでしょうが、実際はそうではないと私は思っ

ているので、企業側も最初から経験者をねらうというのではなくて、まずは

訓練を受けた人を採用して、少しずつ実務経験させていくことが重要だとい

うことを、ぜひ労働局からも訴えていただきたい。 

 

【意見⑤】  

今のお話に関連することですけれども、おそらく育てる力が残念ながら企業

側にないということだと思います。それに対して、これは労働局でやること

かはわからないですが、やはり育てる側のスキルを高める訓練が必要なので
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はないかと思っています。それから、IT エンジニアというと、山形で育った

人達が待遇に不満を持って転職活動をするときに、全国採用をやっている企

業はリモート、フルリモートで仕事ができるというのが魅力になってきま

す。そこで、山形の小さい企業で仕事をしてきた方は色々できるので重宝さ

れる。そしてそういった企業に転職をして東京の賃金をいただくという方が

でてきている。一方で、職は変えないけれども山形に移り住んでくる IT エン

ジニアもいます。これについては県にはいいでしょうけれども、企業的には

雇用は発生しないのでもったいないと思いますが、そういう動きが間違いな

くでてきています。 

別件ですが、これも労働局が関わることかわかりませんが、せっかく山形大

学さんがいらっしゃるのでお話しますと、私は中小企業を中心にまわってい

ますが、以前は採用して人的要因もあったとは思いますが、ある程度仕事を

していくうちに徐々に仕事を覚えるというのが、中小企業の教え方だったと

思います。今は辞めた後に人が入ってくるところもあったり、そもそも従業

員の数が少なくなっていて教える人が少ないので、せっかく入っても、よく

わからないから辞めてしまうといったことが起きていると感じています。 

昨年度、東北経済産業局の事業で中小企業の伴走支援を 3 社ほどやらせてい

ただいて、やっぱりなと思ったことが、あたりまえですが中小企業は仕事の

属人化、ノウハウがその人の頭の中に入っているという感じで、3 社ともそ

の問題があり、新しく入った人の育成がうまくいっていないということで

す。大きい企業は仕事をマニュアル化して記述化しているのですが、中小企

業は今までやってきていないので、そこのところに手をつけていかなければ

ならないと感じています。 

この間「提言の広場」か何かで、「エツキ」さんが iPad を使って紙を使わな

い、いわゆる映像化したマニュアルを作っていると話されていた。こういう

事だったら若い人にも受け入れられるなと感じていて、その辺りを山形大学

さんとプログラムを開発して、訓練カリキュラムに入れるということができ

ないかなと勝手に考えた次第です。 

 

【意見⑥】  

1 回目を欠席してしまい、基礎的なことを聞くようで恥ずかしいのですが、

資料 3-2 の 3 ページの第 3「令和 7 年度の公的職業訓練実施計画の実施方

針」というところについて、先ほどから説明を聞いてわかってきた部分もあ

るのですが、そこの②で IT・デザイン分野が、応募倍率が高く就職率が低い

とあり、④ではデジタル人材が質・量ともに不足して首都圏偏在があるとい

うことですけれども、この IT 分野というのと、デジタル人材というのはイコ

ールなのでしょうか。また、これは自分も問われたら答えにくいのですが、

「②について」に、「必要とされる人材ニーズ」とあり、先ほど実務経験につ

いてお話いただいたのですが、これは企業によるのかもしれませんが、どん

な実務経験が IT 分野で求められているのか、また、IT 分野の訓練というのは
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どのようなものをイメージしているのか、基礎的なことで恐縮ですけれども

教えていただきたいです。 

【回答】   

公的職業訓練における IT・デジタル分野というのは、デザイン系やプログラ

ミング系の訓練をそう呼んでおります。今年度 IT・デジタル分野の効果検証

を行い、カリキュラムの内容について、訓練修了者を採用した企業に、修了

者が受講した訓練内容について過不足がありましたかとヒアリングを行って

おります。そのヒアリングの結果は、過不足は無くカリキュラムの内容も必

要なものは網羅されているし、採用した方の技術的な不足も感じないという

好意的な意見があった反面、それ以外の業務についてのスキルも必要と感じ

ているという内容もありました。先ほどお話しにもありましたが、ひとりが

様々な業務を兼ねているため、IT・デジタル分野に特化して採用しているわ

けではなく、例えば、社内のサーバー管理をしてもらいたいけれども、プラ

スして企業のホームページの作成やポスターに掲載する写真撮影等もしても

らいたいというように、様々な業務を要求する企業もありました。やはり、

訓練修了者が望む Web デザイン、プログラマーだけの仕事内容の就職となる

と、3 年以上の実務経験が必要といった求人が多くなっているので、訓練カ

リキュラムの内容について実務経験はないけれども知識はあるという方を採

用してもらうよう、未経験者歓迎求人のような求人要件の緩和を労働局、ハ

ローワークで進めていく必要があると思っております。 

【意見⑥】  

はい。お話を聞くと非常に大変だなと感じましたけれども、今の話しを聞き

ますと肌感覚でもそうですけれども、IT の会社に勤める人だけを育てるので

はなく、IT のスキルをもった実務経験もあるような方を育てるというやり方

をされているということですかね。わかりました。大変だと思いますが期待

しております。 

 

【意見⑦】 

皆さんのご意見を聞いて、なるほどと感心させられるばかりであります。 

私のほうでも、介護の分野について、意見というわけではないのですが、も

ちろん職業訓練で盛んにやっていただくのもそうですが、今後介護分野は必

ず必要になってくる分野ということを考えると、引き続きこのような訓練や

学校等で広げていくのは必要だと思います。ただ、こういった技術の習得以

外に、大変申し訳ないのですが処遇ですとか、そういったところが伴ってい

ない部分もあるので、この協議会では直接関係はないですけれども、国とし

て環境作りを進めていくのも重要なのではないかと、根本的な話しからは逸

れて申し訳ないのですが常々思っているところでした。今も介護の会社は増

えていて、人が足りなくて辞めていってというのが繰り返されていると思い

ますが、昔みたいに親の介護を子がするというのも労働力が減ってくると

益々困難になってくるので、そういったところも含めてトータルで対応して
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いかなければならないと思います。それについては県であり、労働局であり

両方から取り組みをしていただきたいと個人的に思っております。 

【議長】  

ここでいう話しではありませんが、やはり処遇の問題点が根のところにある

と私も思います。これについては今後も強く配慮していただきたいと思いま

す。 

 

【回答（意見④に対する）】 

先ほど、県立職業能力開発施設の見直し検討をしており、その状況というお

話でしたが、この県立職業能力開発施設については少子化の中で、どのよう

な今後のあり方が必要かというところを、県の職業能力開発審議会というと

ころに諮問いたしまして、現在検討を続けているところでございます。実は

今日ご出席の方の中にも審議会の委員になっていただいている方がいらっし

ゃいますが、県としましては、そちらの審議会から答申をいただいて、その

答申を踏まえた県の計画、実施方針を定めたものを労働局と協議させていた

だいて、地域の職業能力開発計画に反映させていくというように考えており

ます。 

 

【議長】  

発言も出尽くしたようですので、予定の議事についてはこれにてすべて協議

終了とします。 

事務局におかれましては、本日いただきましたご意見を踏まえ、令和 7 年度

の職業訓練の推進を図っていただきますようお願いいたします。 

 

５ 閉 会 

 


